＜政策ニュースレター第158号＞

社会保障と税の一体改革に関する特別委員会

マイナンバー制度や給付付き税額控除の活用、消費税の適正な価格転嫁について審議

　衆議院「社会保障と税の一体改革に関する特別委員会」は6月1日、前日に引き続き税制に中心とした審議を行った。主に、①適切な負担と給付を実現するうえでのマイナンバー制度や給付つき税額控除の活用とその際の課題、②消費税の適正な価格転嫁などについて質疑が行われた。

　はじめに民主党湯原俊二議員から「給付付き税額控除という制度が不正申請、不正受給の温床になるのではないか」との質問に、五十嵐副大臣は「諸外国では、給付つき税額控除制度の適正かつ効率的な運用を確保するために、番号制度を用いた所得把握の仕組みなどが整えられている」「制度の仕組み方によっては、金融所得を考慮し実施することもできる」と答弁した。また、五十嵐副大臣より、消費税の逆進性対策にとどまらず、就労の促進のための給付つき税額控除の活用についても検討していきたいとの発言もあった。 

　引き続き、民主党宮島大典議員より、消費税の適正な価格転嫁などについて質問があり、岡田副総理は「5月31日に政府の消費税の円滑かつ適正な転嫁等に関する検討本部で中間整理を取りまとめた。そのポイントは、①原則として消費税の転嫁の拒否あるいはこれに類する行為を行えないような立法措置のあり方の検討を行う。②必要に応じ、転嫁カルテルを独禁法の適用除外とするための法的措置を検討する。③優越的地位の濫用等に関する調査を、消費税導入時、前回税率引き上げ時を大幅に上回る規模で実施をし、時限的な人員の拡大などの体制整備を図る。④業界ごとに価格の表示方法を統一する決定が独禁法に違反しないことをガイドラインで明らかにするとともに、必要に応じて、表示カルテルを独禁法の適用除外とするための法的措置を検討する。⑤値札のつけかえ作業など、事業者の事務負担に配慮し、書籍における例などを参考に、総額表示義務を弾力的に運用することを検討する」と答弁した。

　　審議には民主党湯原俊二議員と宮島大典議員、自民党平井たくや議員、公明党稲津久議員、日本共産党佐々木憲昭議員、社民党中島隆利議員が質問にたった。 

なお、６月4日（月）には地方公聴会が福島と神戸で開催される。福島では連合福島今泉事務局長が、神戸では連合兵庫辻事務局長が、年金について意見表明を行う。 

以上

